
競争から共創による交通再編の取り組み

前橋市交通政策課

202１.３.３
公共交通シンポジウム２０２０



前橋市の概要

日本のほぼ中央に位置する中核市

１

人 口 336,284人
世帯数 145,179世帯
面 積 311.59㎢
標 高 最低64ｍ 最高1,823m 

関東平野の北端から赤城山

市民１人・１日あたり
路線バス利用者数 ・・・・・・・ 中核市44位／48市（2017現在）



前橋市のバス交通の現状 2
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委託路線補助金の推移

デマンドバス導入

自主路線、委託路線ともに年間１００万人～１２０万人で推移（コロナ前までは微増）

市町村
合併

サービスの増加とともに20年で
市補助金は１億円から３億円へ増加

循環コミュニティ
バス導入

市町村
合併
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単位：千人

○数字は路線数

単位：千人

○数字は路線数

単位：百万円循環コミュニティ
バス追加



前橋市のバス交通の現状 3

自主路線 委託路線 合計

関越交通㈱ 7 5 12

群馬中央バス㈱ 4 1 5

日本中央バス㈱ 3 6 9

永井運輸㈱ 1 7 8

㈱群馬バス 4 0 4

上信電鉄㈱ 1 0 1

合 計 20 19 39

市内を運行するバス事業者

※デマンドバス除く

６社が３９路線を運行
大規模災害時の柔軟な対応などメリット
も考えられるが、わかりづらさや非効率
な面も・・・



前橋市のバス交通の現状 4

JR前橋駅

中心部では各路線が重複して１日
３００本が運行

JR 前橋駅

中央前橋駅

中心市街地

グリーンドーム
前橋

前橋公園

県庁

市役所

６社１１路線が重複して前橋駅～県庁前を運行

00分～05分 06分～10分 11分～15分 16分～20分 21分～25分 30分～35分 35分～40分 40分～45分 45分～50分 50分～55分 55分～60分

00イオン
(群バス)

15 東大室
(日本中央)

30 土屋
(関越交通)

35 けやき
(関越交通)

45 新玉
(永井運輸)

03広瀬・東善

(日本中央)
17 京目
(上信電鉄)

30 芝塚
(群馬中央)

45 京目
(上信電鉄)

04金古大塚台

(関越交通)
30 榛東
(日本中央)

45 東大室
(日本中央)

05西大室
(日本中央)

45 西大室
(日本中央)

１０時台前橋駅時刻表（県庁方面行き）

４系統が同発



前橋市地域公共交通網形成計画 5

H30.3 策定

①広域幹線の設定

②地域内交通の導入

③都心幹線の設定



前橋市地域公共交通網形成計画（都心幹線） 6

日中最大

15分間隔

本町ライン

中央前橋ライン

独占禁止法特例法
による「共同経営」の
手法を活用



再編実施に向けた取り組み 7

R1.9月 前橋市・バス事業者6社経営者協議
○ 独占禁止法適用除外の動きの共有
○ 網形成計画に基づく交通再編を市がリーダーシップをとって
進めていくことを各社で共通認識

※独占禁止法適用除外を受けた共同経営計画の策定も視野に

R2.2～ 本町ラインダイヤ調整に向けたワーキング開始
・各バス事業者ダイヤ編成担当者
・前橋市交通政策課
・群馬県交通政策課

・有識者（福島大学 吉田准教授）

H31.4 第26回未来投資会議（前橋商工会議所会頭からの意見具申も）の議論を受け、

R1.12 前橋市・バス事業者6社経営者 勉強会
○福島大学 吉田准教授の講演後、意見交換
前橋市、前橋商工会議所、バス事業者6社経営者



本町ライン等間隔運行化の概要 8

本町ラインの特徴
・前橋公園～JR前橋駅を区間とする路線は１路線
・その他の１０路線は郊外からの路線の一部が重複
・朝夕は官庁エリアの通勤利用
・日中は中心市街地利用者

時 間 帯 日中１０時～１６時
郊外路線で構成するため、通勤時間帯は
現状を維持

運行間隔 最大１５分間隔
ＪＲ両毛線の上下１５分間隔にあわせ、上下
ともに最大１５分間隔として調整。

①県庁方面
前橋駅を毎時00分,15分,30分,45分

②前橋駅方面
市役所・合庁前を毎時01分,16分,31分,46分

中心市街地

グリーンドー
ム前橋

県庁前

表町

本町

日銀前

前橋駅

前橋公園

市役所・
合庁前

前橋駅を起終点とする系統

前橋公園を起終点とする系統



本町ライン等間隔運行化の概要（ダイヤ調整） 9

現 状
県庁方面

（前橋駅時刻表）

Ｒ３下半期予定
県庁方面

(前橋駅時刻表）

最大20分

同発

15分に1本は必ず
運行する形に調整

15分間隔の間は
できる限り5分の
単位で調整

※土日は最大35分



本町ライン等間隔運行化の概要 10

前橋駅各のりばの効率化

渋川駅方面

北部方面

西部方面

南部・東部
方面

市内循環・
総社・川原

南部広域幹線・東部

北部広域幹線

本町ライン
(公園行き）

本町ライン
(高崎方面）

中央前橋ライン
・北部方面
(赤城県道）

市内循環・
総社・川原

前橋公園・県庁

渋川駅方面

１番のりば 前橋公園行き
５番のりば 県庁前経由高崎方面行き

等間隔運行化にあわせ、両のりばを近
接させ利便性を向上



本町ライン等間隔運行化の概要 11

事業者間調整＜なぜダイヤ調整ができたか＞

✔H30.3に網形成計画を各バス事業者と一緒に

策定し、パターン化の総論は共通認識ができていた

✔パターン化の各論については、市が事務局となり、

個別に調整を行った（再々々々調整）
※前橋の場合、事業者だけではなかなか難しかった

✔利用者の多い時間帯を避け、オフピークから

スタートしたこと（できるところから実施）



利便性向上策（バスロケ、バス待ち環境、ICカード） 12

○バスロケーションシステム（バスの遅れも分かる）

GTFSデータの活用
○バス停をハイグレード化

○ICカードの導入



利便性向上策（MaeMaaSの取り組み） 13

MaaS 複数交通モードを束ね、１つのサービスとして提供 していく概念

バス事業者だけでも複数運行する本市では、地域公共交通網形
成計画に基づく路線再編に加え、MaaSの概念を取り入れる必
要性 ⇒ 前橋版MaaS（MaeMaaS）

一括検索・予約・決済 アナログでも６社一括した
時刻表の作成検討

GTFSを活用したバス
ロケ（6社統一）



利便性向上策（MaeMaaSの取り組み） 14

ＳｕｉｃａとＭＮＣを連携
させることで

前橋市民割引の特典



利便性向上策（フリーパス＋割引クーポン） 15 



自動運転技術の導入 16

目 的
・運転手不足の補完
・運行コストの低減

⇒ 地域移動手段の維持・充実

2018 全国初の営業路線での実証実験

2019 2台同時運行による遠隔監視

2020 ５Ｇ活用、路側センサー、顔認証

ＪＲ前橋駅～上毛電鉄中央前橋駅間におい
て、手動に切り替えることなく、自動走行が可
能
（今後は駐車車両対策等が必要）

顔認証による決済

マイナンバーカードと顔情報を
紐づけ、乗客管理に活用



CONCEPT

スーパーシティ × スローシティ スーパーでスローをデザインする

“スーパーシティ”
（デジタル最新技術や規制緩和による新しい仕組み）

“ない”生活
待たない、行かない、無駄がない

ゆとりを生むサービス

“つながる”生活
自然、文化、人とつながる
ゆとりを活かすサービス

“スローシティ”

（日々の暮らしにゆ
とりが生まれ、自分
らしく生き生きと楽

しむ生活）

スーパーシティ構想 17

前橋市スーパーシティ構想では、市民の皆さんの日常の困りごとや今までの社会の制約

を、最新技術や新しい仕組みで解決、開放して、時間と心のゆとりを生み、そのゆとり

で豊かな自然や歴史に触れ、食やアートや文化を楽しみ、それぞれの学びの可能性を広

げて、多様な人々がつながり、それぞれが生き生きと楽しむ生活（スローシティ）の実

現を目指します。



行 政

地域・利用者

アフターコロナの時代を見据えて（競争から共創） 18

平成19年 活性化再生法施行

平成26年 〃 法改正

令和２年 〃 法改正

・市町村が主体となって
・まちづくりなど関連施策と連携
・面的な交通ネットワークを再構築

・利便増進事業
（等間隔運行・情報案内・・）

独禁法適用除外
（共同経営が可能に）

H30網形成計画策定
H30立地適正化計画策定

・市町村を中心とした地域関係者の
連携による取組みを国が総合的に
支援

行 政

地域・利
用者

A

②要望
＝つぶやき ①要望

④回答
＝言い訳

行 政

地域・利
用者

③回答
＝確認

乗り方教室
地区別勉強会

交通事業者

計画は作ったが・・・
・事業者調整がなかなか進まない
・現場は移動者目線になっていない
（わかりずらい路線網、案内）

共同経営という「手法」を
使って、１つのサービスと
して利便性を上げる。

これまで(現実)

現 状

これから

B

D E

C

F

交通事業者

A
B

D
E

C

F

交通事業者



アフターコロナの時代を見据えて（競争から共創） 19

・バス事業者だけで6社が存在する前橋市ではMaaSの考え方が重要
・コロナ禍において需要が減少する中、路線の充実は困難

既存路線を束ね、使いやすい形に再編を行い利便性増進

各事業者が協調し、利便性の高い交通ネットワークの実現を図るため
共同経営計画の策定を検討

共同経営計画

地域公共交通網形成計画

地域公共交通計画
利便増進実施計画

前橋版MaaS環境構築
新モビリティサービス事業計画

相互に有効化

・幹線軸の設定
・公共交通利用環境の整備
・移動手段の効率化・高度化
・交通資源の総動員

・デジタル化、オープンデータ活用
・サービスの一元化
・新規決済サービス等の提供
・他産業連携


